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会社概要会社概要
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2021年度
２Q

2022年度
２Q

対前年同四半期

増減額 増減率

売上⾼ 2,017 2,175 158 7.9％

売上総利益 1,078 1,189 110 10.3％

営業利益 403 462 59 14.8％

営業利益率（%） 20.0 21.3 ー 1.3P

経常利益 404 463 58 14.6％

四半期純利益 280 319 39 13.9％

2022年度 第２四半期 決算概要 ①PL2022年度 第２四半期 決算概要 ①PL

第２四半期累計期間における各利益は、発注者において建設投資に関する課題解決が難しくなる等で、発注者を
⽀援する当社への期待が更に⾼まった結果、従業員数の増加による費⽤の増加を吸収し過去最⾼を記録しました。

（各項⽬を円単位計算後、百万円未満切り捨て）
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2022年度 第２四半期 決算概要 ②BS2022年度 第２四半期 決算概要 ②BS

2021年度末 2022年度
２Q

対前年度末

増減額 増減率

資産 5,718 5,695 △23 △0.4％

（現⾦及び預⾦） 1,935 2,011 76 4.0％

（売上債権） 2,760 2,603 △156 △5.7％

負債 1,435 1,404 △30 △2.1％

（仕⼊債務） 26 12 △13 △51.7％

（未払税⾦） 162 224 62 38.6％

純資産 4,283 4,290 6 0.2％

（⾃⼰資本） 4,270 4,275 5 0.1％

（各項⽬を円単位計算後、百万円未満切り捨て）

売上債権回収等により、売上債権が減少し現⾦及び預⾦が増加しております。
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経常利益の推移経常利益の推移

（表⽰単位未満切り捨て）

体制強化による⼈件費増やDX推進による費⽤増のほかに、社会情勢の変化によって進⾏中プロジェクトが
⼀時中断になるリスク等を保守的に織り込み、2022年度の経常利益は前年同額を期初から⾒込んでおります。
第2四半期までの実績が好調なことから、通期経常利益も過去最⾼となるよう取り組んでまいりますが、
業績予想は保守的に据え置くこととしました。
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社員数の推移社員数の推移

第２四半期末の従業員数は、前事業年度末に対し６名増加の249名となりました。
引き続き、優秀な⼈材の採⽤に取り組んでまいります。

（注）役員および契約社員、派遣社員等を含む
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事業のセグメントの状況事業のセグメントの状況
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2022年度 業績⾒通し2022年度 業績⾒通し
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2022年度 通期業績⾒通し2022年度 通期業績⾒通し

新型コロナウイルス感染症対策が進み経済活動の制限が緩和され、緩やかな持ち直しの動きが⾒られたものの、世界的
なインフレや円安進⾏及び地政学リスク等もあり、先⾏き不透明な状況が続くと想定しています。公共投資は従来通り
に推移していくことが⾒込まれ、⺠間企業については引き続き設備投資に慎重な姿勢が維持されると予想しております。

そのような変化の激しい環境の中で、⼀部の⼤企業・公共団体においては、今まで以上に発注者⽀援事業で数多くの成
功体験を持つ当社への関⼼が⾼まり、脱炭素化⽀援ニーズの増加や当社が得意とするＤＸ⽀援を含む働き⽅改⾰等、広
い視野でのＣＭ＝発注者⽀援事業の需要創造に向けて取り組んでまいります。

通期業績⾒通しにおける経常利益は、体制強化による⼈件費増やDX推進による費⽤増のほかに、社会情勢の変化に
よって進⾏中プロジェクトが⼀時中断となるリスク等を保守的に織り込み、期初に前年同額程度を⾒込んでおります。
第2四半期までの実績が好調なことから、通期経常利益も過去最⾼となるよう取り組んでまいりますが、業績予想は保
守的に据え置くこととしました。

経常利益は 865百万円（前期⽐0.0％）

当期純利益は 600百万円（前期⽐1.0％減（※））

（※）前期適⽤された法⼈税の特別控除（⼈材確保等促進税制）が、今期（賃上げ促進税制）は適⽤にならない⾒込みのため減益となっております
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2022年度 業績予想2022年度 業績予想

2021年度 2022年度
前年度⽐ 増減率

通期 通期

売上⾼ 4,260 4,500 239 5.6％

営業利益 865 865 0 0.0％

経常利益 865 865 0 0.0％

当期純利益 606 600 △6 △1.0％

⾃⼰資本当期利益率（ROE） 14.8% 13.7％ － △1.2Ｐ

1株当たり当期純利益 52.99円 52.19円 △0.80円 △1.5％

年間配当⾦ 28.00円 29.00円 1.00円 3.6％

（各項⽬を円単位計算後、百万円未満切り捨て）
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（表⽰単位未満切り捨て）(※) 売上総利益の業績予想は開⽰しておりません
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(※) 2018年度︓40期記念配当5.00円、2019年度︓東証⼀部指定記念配当5.00円含む

現在の財政状況等を踏まえ、配当⽅針における配当性向を「50％程度」から「55%程度」へ変更しました。
2022年3⽉期の配当につきましては28.0円とし、2023年3⽉期の配当につきましては前期より1.0円増配となる29.0円
の配当を予定しております。
当社事業の発展をご⽀援くださる株主の皆様に対する適切な還元を⽬指しており、10期連続の増配を予定しております。

1株あたり
配当額（円） （％）（予定）

42



2022年度 第２四半期 トピックス2022年度 第２四半期 トピックス
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内閣官房 内閣⼈事局様
内閣⼈事局の執務環境整備に関する調査業務（令和３年度）

内閣官房 内閣⼈事局様
内閣⼈事局の執務環境整備に関する調査業務（令和３年度）
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本説明資料に含まれる将来の⾒通しに関する記述は、当社が現時点で⼊⼿して
いる情報及び合理的であると判断する⼀定の前提に基づいており、実際の業績等
は、様々な要因により⼤きく異なる場合がありますことをご了承ください。
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